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　　　　　　　　　　　２０２０．１０．０４　渡辺治
（資料１）旧安保条約
第一条　　平和条約及びこの条約の効力発生と同時に、アメリカ合衆国の陸軍、空軍及び海軍を日本国内及びその附近に配備する権利を、日本国は、許与し、アメリカ合衆国は、これを受諾する。この軍隊は、極東における国際の平和と安全の維持に寄与し、並びに、一又は二以上の外部の国による教唆又は干渉によつて引き起された日本国における大規模の内乱及び騒じようを鎮圧するため日本国政府の明示の要請に応じて与えられる援助を含めて、外部からの武力攻撃に対する日本国の安全に寄与するために使用することができる。

第二条　　第一条に掲げる権利が行使される間は、日本国は、アメリカ合衆国の事前の同意なくして、基地、基地における若しくは基地に関する権利、権力若しくは権能、駐兵若しくは演習の権利又は陸軍、空軍若しくは海軍の通過の権利を第三国に許与しない。

（資料２）現行日米安保条約
第一条（平和の維持のための努力） 
１ 　締約国は、国際連合憲章に定めるところに従い、それぞれが関係することのある国際紛争を平和的手段によつて国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないように解決し、並びにそれぞれの国際関係において、武力による威嚇又は武器の行使を、いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎むことを約束する。 
２ 　締約国は、他の平和愛好国と共同して、国際の平和及び安全を維持する国際連合の任務が一層効果的に遂行されるように国際連合を強化することに努力する。 
第二条（経済的協力の促進） 
　締約国は、その自由な諸制度を強化することにより、これらの制度の基礎をなす原則の理解を促進することにより、並びに安定及び福祉の条件を助長することによつて、平和的かつ友好的な国際関係の一層の発展に貢献する。締約国は、その国際経済政策におけるくい違いを除くことに努め、また、両国の間の経済的協力を促進する。 
第三条（自衛力の維持発展） 
　締約国は、個別的に及び相互に協力して、持続的かつ効果的な自助及び相互援助により、武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を、憲法上の規定に従うことを条件として、維持し発展させる。 
第四条（臨時協議） 
　締約国は、この条約の実施に関して随時協議し、また、日本国の安全又は極東における国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも、いずれか一方の締約国の要請により協議する。 
第五条（共同防衛） 
１ 　各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従つて共通の危険に対処するように行動することを宣言する。 
２ 　前記の武力攻撃及びその結果として執った全ての措置は、国際連合憲章第五十一条の規定に従つて直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し維持するために必要な措置を執つたときは、終止しなければならない。 
第六条（基地の許与） 
１ 　日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持の寄与するため、アメリカ合州国は、その陸軍、空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを許される。 
２ 　前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合州国軍隊の地位は、千九百五十二年二月二十八日に東京で署名された日本国とアメリカ合州国との間の安全保障条約第三条に基づく行政協定（改正を含む。）に代わる別個の協定及び合意される他の取極により規律される。 
第七条（国連憲章との関係） 
　この条約は、国際連合憲章に基づく締約国の権利及び義務又は国際の平和及び安全を維持する国際連合の責任に対しては、どのような影響を及ぼすものではなく、また、及ぼすものとして解釈してはならない。 （中略）
第十条（条約の終了） 
１ 　この条約は、日本区域における国際の平和及び安全の維持のため十分な定めをする国際連合の措置が効力を生じたと日本国政府及びアメリカ合州国政府が認めるときまで効力を有する。 
２ 　もつとも、この条約が十年間効力を存続した後は、いずれの締約国も、他方の締約国に対しこの条約を終了させる意志を通告することができ、その場合には、この条約は、そのような通告が行われた後一年で終了する。 
　以上の証拠として、下名の全権委員は、この条約に署名した。
千九百六十年一月十九日にワシントンで、ひとしく正文である日本語及び英語により本書二通を作成した。
(両国全権委員氏名省略) 
（資料３）７８年｢日米防衛協力の指針｣
Ⅰ　侵略を未然に防止するための態勢

Ⅱ　日本に対する武力攻撃に際しての対処行動等
Ⅲ　日本以外の極東における事態で日本の安全に重要な影響を与える場合の日米間の協力
　日米両政府は、情勢の変化に応じ随時協議する。

　日本以外の極東における事態で日本の安全に重要な影響を与える場合に日本が米軍に対して行う便宜供与のあり方は、日米安保条約、その関連取極、その他の日米間の関係取極及び日本の関係法令によって規律される。日米両政府は、日本が上記の法的枠組の範囲内において米軍に対して行う便宜供与のあり方について、あらかじめ相互に研究を行う。このような研究には、米軍による自衛隊の基地の共同使用その他の便宜供与のあり方に関する研究が含まれる。
（資料４）平成八年度以降に係る防衛計画の大綱、１９９５年
　Ⅰ策定の趣旨
　Ⅱ　国際情勢
　Ⅲ　我が国の安全保障と防衛力の在り方
（日米安全保障体制）

　　米国との安全保障体制は、我が国の安全の確保にとって必要不可欠なものであり、また、我が国周辺地域における平和と安定を確保し、より安定した安全保障環境を構築するためにも、引き続き重要な役割を果たしていくものと考えられる。
（防衛力の役割）
　（前略）
　我が国周辺地域において我が国の平和と安全に重要な影響を与えるような事態が発生した場合には、憲法及び関係法令に従い、必要に応じ国際連合の活動を適切に支持しつつ、日米安全保障体制の円滑かつ効果的な運用を図ること等により適切に対応する。
（資料５）日米安保共同宣言　１９９６年４月

「　両者は、「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約」（以下、日米安保条約）を基盤とする両国間の安全保障面の関係が、共通の安全保障上の目標を達成するとともに、二一世紀に向けてアジア太平洋地域において安定的で繁栄した情勢を維持するための基礎であり続けることを再確認した。（中略）
　　総理大臣と大統領は、日本と米国との間に既に構築されている緊密な協力関係を増進するため、一九七八年の「日米防衛協力のための指針」の見直しを開始することで意見が一致した。

　両首脳は、日本周辺地域において発生しうる事態で日本の平和と安全に重要な影響を与える場合における日米間の協力に関する研究をはじめ、日米間の政策調整を促進する必要性につき意見が一致した。

（資料６）９７ガイドライン
　Ⅴ　日本周辺地域における事態で日本の平和と安全に重要な影響を与える場合（周辺事態）の協力 

　周辺事態は、日本の平和と安全に重要な影響を与える事態である。周辺事態の概念は、地理的なものではなく、事態の性質に着目したものである。日米両国政府は、周辺事態が発生することのないよう、外交上のものを含むあらゆる努力を払う。日米両国政府は、個々の事態の状況について共通の認識に到達した場合に、各々の行う活動を効果的に調整する。なお、周辺事態に対応する際にとられる措置は、情勢に応じて異なり得るものである。 

１　周辺事態が予想される場合 

　周辺事態が予想される場合には、日米両国政府は、その事態について共通の認識に到達するための努力を含め、情報交換及び政策協議を強化する。

　同時に、日米両国政府は、事態の拡大を抑制するため、外交上のものを含むあらゆる努力を払うとともに、日米共同調整所の活用を含め、日米間の調整メカニズムの運用を早期に開始する。また、日米両国政府は、適切に協力しつつ、合意によって選択された準備段階に従い、整合のとれた対応を確保するために必要な準備を行う。更に、日米両国政府は、情勢の変化に応じ、情報収集及び警戒監視を強化するとともに、情勢に対応するための即応態勢を強化する。 

２　周辺事態への対応 

　周辺事態への対応に際しては、日米両国政府は、事態の拡大の抑制のためのものを含む適切な措置をとる。これらの措置は、前記Ⅱに掲げられた基本的な前提及び考え方に従い、かつ、各々の判断に基づいてとられる。日米両国政府は、適切な取決めに従って、必要に応じて相互支援を行う。

　（１）日米両国政府が各々主体的に行う活動における協力 

　（２）米軍の活動に対する日本の支援 

　（イ）施設の利用

　日米安全保障条約及びその関連取極に基づき、日本は、必要に応じ、新たな施設・区域の提供を適時かつ適切に行うとともに、米軍による自衛隊施設及び民間空港・港湾の一時的使用を確保する。 

　（ロ）後方地域支援

　日本は、日米安全保障条約の目的の達成のため活動する米軍に対して、後方地域支援を行う。この後方地域支援は、米軍が施設の使用及び種々の活動を効果的に行うことを可能とすることを主眼とするものである。そのような性質から、後方地域支援は、主として日本の領域において行われるが、戦闘行動が行われている地域とは一線を画される日本の周囲の公海及びその上空において行われることもあると考えられる。

　後方地域支援を行うに当たって、日本は、中央政府及び地方公共団体が有する権限及び能力並びに民間が有する能力を適切に活用する。自衛隊は、日本の防衛及び公共の秩序維持のための任務の遂行と整合を図りつつ、適切にこのような支援を行う。

（資料７）２０１５年ガイドライン
D.日本以外の国に対する武力攻撃への対処行動 

日米両国が、各々、米国又は第三国に対する武力攻撃に対処するため、主権の十分な尊 重を含む国際法並びに各々の憲法及び国内法に従い、武力の行使を伴う行動をとることを 決定する場合であって、日本が武力攻撃を受けるに至っていないとき、日米両国は、当該 武力攻撃への対処及び更なる攻撃の抑止において緊密に協力する。共同対処は、政府全体 にわたる同盟調整メカニズムを通じて調整される。 
 日米両国は、当該武力攻撃への対処行動をとっている他国と適切に協力する。 

自衛隊は、日本と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより日本の 存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険が ある事態に対処し、日本の存立を全うし、日本国民を守るため、武力の行使を伴う適切な 作戦を実施する。 
 協力して行う作戦の例は、次に概要を示すとおりである。 

1.アセットの防護 　　自衛隊及び米軍は、適切な場合に、アセットの防護において協力する。当該協力には、 非戦闘員の退避のための活動又は弾道ミサイル防衛等の作戦に従事しているアセット の防護を含むが、これに限らない。 

2.捜索・救難 　　自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協力しつつ、戦闘捜索・救難活動を含 む捜索・救難活動において、協力し及び支援を行う。 

3.海上作戦 　　自衛隊及び米軍は、適切な場合に、海上交通の安全を確保することを目的とするもの を含む機雷掃海において協力する。 自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協力しつつ、艦船を防護するための護 衛作戦において協力する。 自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協力しつつ、当該武力攻撃に関与して いる敵に支援を行う船舶活動の阻止において協力する。 

 4.弾道ミサイル攻撃に対処するための作戦 　　自衛隊及び米軍は、各々の能力に基づき、適切な場合に、弾道ミサイルの迎撃におい て協力する。日米両政府は、弾道ミサイル発射の早期探知を確実に行うため、情報交換 を行う。 
5.後方支援 　　作戦上各々の後方支援能力の補完が必要となる場合、自衛隊及び米軍は、各々の能力 及び利用可能性に基づき、柔軟かつ適時に後方支援を相互に行う。 

日米両政府は、支援を行うため、中央政府及び地方公共団体の機関が有する権限及び 能力並びに民間が有する能力を適切に活用する。 

（資料８）抑止力強化に関する自民党提言　２０２０．０８．０４
　　　　　　　　　国民を守るための抑止力向上に関する提言

　［現状認識と課題］
　国際社会においては、国家間の相互依存関係が拡大する一方、中国等の更なる国力の伸長等によるパワーバランスの変化が加速化・複雑化し、既存の秩序をめぐる不確実性が増している。こうした中、自らに有利な国際秩序・地域秩序の形成や影響力の拡大を目指した、政治・経済・軍事に わたる国家間の戦略的競争が顕在化している
　（日米同盟と抑止力・対処力）
　あらゆる経空脅威に切れ目なく対応できるよう、米国との緊密な連携の下で、わが国が主体的な取組を行うことにより、日米同盟全体の抑止力・対処力の向上を図ることが基本的立場である。日米同盟の下では、「わが国は防御、米国は打撃」が基本的な役割分担とされてきた。しかしながら、北朝鮮の弾道ミサイル等の脅威の一層の増大を踏まえれば、我々が飛来するミサイルの迎撃だけを行っていては、防御しきれない恐れがある。 日米の基本的な役割分担は維持しつつも、日米の対応オプションが重層的なものとなるよう、わが国がより主体的な取り組みを行うことにより、抑止力をさらに向上させる必要がある。

［提言］
１　総合ミサイル防空能力の強化（略）
２　抑止力向上のための新たな取り組み
(1) 日米の基本的役割分担の維持と同盟全体の抑止力・対処力向上 

　日米の基本的な役割分担は維持しつつ、同盟全体の抑止力・対処力の向上につながるよう、 米国との緊密な協議を行うことが必要である。

(2) 抑止力を向上させるための新たな取組 

わが国への武力攻撃の一環として行われる、国民に深刻な被害をもたらしうる弾道ミサイル等による攻撃を防ぐため、憲法の範囲内で、国際法を遵守しつつ、専守防衛の考え方の下、 相手領域内でも弾道ミサイル等を阻止する能力の保有を含めて、抑止力を向上させるための 新たな取組が必要である。

　その際、「攻撃を防ぐのに万やむを得ない必要最小限度の措置をとること、たとえば誘導弾等による攻撃を防御するのに、他に手段がないと認められる限り、誘導弾等の基地をたたくことは、法理的には自衛の範囲に含まれ、可能」との従来の政府の立場を踏まえ、わが国の防衛力整備については、性能上専ら相手国国土の壊滅的な破壊のためにのみ用いられる、いわゆる攻撃的兵器を保有しないなど、自衛のために必要最小限度のものに限るとの従来からの方針を維持し、政府として早急に検討し結論を出すこと。
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